


行政処分と行政指導の違い

行政処分（不利益処分；行政手続法第２条第４号）

行政庁が、法令に基づき、特定の者を名あて人として、直接に、こ
れに義務を課し、又はその権利を制限する処分

行政指導（行政手続法第２条第６号）

行政機関がその任務又は所掌事務の範囲内において一定の行政
目的を実現するため特定の者に一定の作為又は不作為を求める
指導、勧告、助言その他の行為であって処分に該当しないもの
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行政処分の指針（環境省通知）

１ 行政処分の迅速化

① 違反行為（法又は法に基づく処分に違反する行為）を把握した
場合には、生活環境の保全上の支障の発生又はその拡大を
防止するため速やかに行政処分を行うこと

② 処分者等が命令に従わない場合には命令違反として積極的
に告発を行うこと

③ 捜査機関と連携しつつ、産業廃棄物処理業等の許可を速やか
に取り消すこと
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行政処分の指針（環境省通知）

２ 行政指導

① 迅速かつ柔軟な対応が可能という意味で効果的であるが、
相手方の任意の協力を前提とするものであり、相手方がこ
れに従わないことをもって法的効果を生ずることはなく、行政
処分の要件ではない

② 行政指導を継続し、法的効果を有する行政処分を行わない
結果、違反行為が継続し、生活環境の保全上の支障の拡
大を招くといった事態は回避されなければならない

③ 緊急の場合及び必要な場合には躊躇することなく行政処分
を行うなど、違反行為に対しては厳正に対処する
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行政処分の指針（環境省通知）

３ 行政処分
① 改善命令（法第１９条の３）

（特別管理）産業廃棄物処理基準又は産業廃棄物保管基
準が適用される者により、これに適合しない処理が行われた
場合には、その適正な処理を確保するため、処理の方法の
変更その他必要な措置を講ずるように命ずることができる

【罰則】
改善命令違反
３年以下の懲役若しくは３００万円以下の罰金又は併科
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行政処分の指針（環境省通知）

３ 行政処分
② 措置命令（法第１９条の５、１９条の６）

 （特別管理）産業廃棄物処理基準又は保管基準に適合しない
産業廃棄物の処理が行われた場合において、生活環境保全
上支障が生じ、又は生じるおそれがあるときは、必要な限度に
おいて、その支障の除去又は発生の防止のために必要な措
置を講じるように命ずることができる

 排出事業者が産業廃棄物の発生から最終処分に至るまでの
一連の処理の工程における処理が適正に行われるための必
要な措置を講ずるとの注意義務に違反した場合には、委託基
準や管理票に係る義務等に何ら違反していない場合であって
も一定の要件の下に排出事業者を措置命令の対象とする

【罰則】
措置命令違反
５年以下の懲役若しくは１，０００万円以下の罰金又は併科
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行政処分の指針（環境省通知）

３ 行政処分

③ 産業廃棄物処理業の事業の停止及び許可の取消し

【例】

・改善命令違反 → 事業の許可の取消し

・措置命令違反 → 事業の許可の取消し

・委託基準違反 → 事業の許可の取消し

・管理票虚偽記載→ 事業の停止３０日間
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３ 行政処分

④ 報告の徴収（法第１８条第１項）

産業廃棄物の適正な処理を確保するため、排出事業者、処
理を業とする者又はその他の関係者に対して、廃棄物の処理
等に関し、必要な報告を求めることができる

• 報告拒否又は虚偽報告 → 事業の停止３０日間

• 度重なる報告拒否又は虚偽報告 → 事業の許可の取消し

【罰則】

報告を求めたにもかかわらず報告をしないか、又は虚偽の
報告を行った場合 → ３０万円以下の罰金
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行政処分の指針（環境省通知）

行政処分の指針（環境省通知）

４ 立入検査（法第１９条第１項）
産業廃棄物の適正な処理を確保するため、排出事業者、処理を

業とする者又はその他の関係者の事務所、事業場その他の場所
の土地もしくは建物に立ち入り、帳簿書類その他の物件を検査させ、
又は試験の用に供するのに必要な限度において廃棄物を無償で収
去させることができる

• 拒否、妨害又は忌避 →  事業の停止３０日間

• 度重なる拒否、妨害又は忌避 → 事業の許可の取消し

【罰則】

立ち入り検査を拒み、妨げ、又は忌避した場合

→ ３０万円以下の罰金
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よく見受けられる違反事項

１ 無許可変更
許可を受けないで、産業廃棄物の収集運搬、処分の事業の範囲

を変更すること

【罰則】
５年以下の懲役若しくは１，０００万円以下の罰金、又は併科

→事業の許可の取消し、処理施設の許可の取消し
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【概要】
• 産業廃棄物収集運搬（積替・保管を除く。）業者の事業場へ立入

検査を実施したところ、収集運搬を受託した産業廃棄物（動植物
性残さ）を保管していることを現認

• 関係者に対して廃棄物処理法第18条に基づき報告の徴収及び立

入検査を実施し、受託した廃棄物を恒常的に積替え保管し、排出
事業者指定の運搬先以外に売却し、マニフェストへ指定の運搬
先に運び込んだと記載していたことを確認

• 当該廃棄物は運搬先で有価買取されるが、排出事業者は廃棄物
として収集運搬を委託していること、運搬費が買取価格を上回る
ことから運搬中は産業廃棄物に該当

• 積替え保管の理由は、運搬先の受入
基準に適合しているかを検品していた
と主張

行政処分実例（無許可変更） 実例２









【違反事項 A社】

 行政処分（法第14条の3第1号、第14条の3の2第5号）

• 法の規定で、違反行為をしたときは、期間を定めてその事業の全部又は一部
の停止を命令することができる。

• また、違反行為をしたときで、情状が特に重いときは、許可を取り消さなけれ
ばならない。

 行政処分の基準（平成23年3月15日付け環境省通知、三重県行政処分要綱）

無許可業者への委託(法第25条第6号)・・・・・・・・・・・・許可取消し

委託契約書の未締結(法第26条第1号)・・・・・・・・・・・・許可取消し

管理票交付義務違反(法第29条第3号)・・・・・・・・・・・・事業等の停止30日間

• 委託基準違反は、情状が特に重い違反に該当するが、過去に行政処分を受けておらず、速やか
な是正措置及び再発防止策を講じ、生活環境保全上の支障を生ずるおそれがないことから事業
停止90日間を命令
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【違反事項 B、C社】
 無許可で産業廃棄物の処分を受託
 無許可営業（法第14条第1項）

• 産業廃棄物の収集・運搬又は処分を業として行おうとする者は、都道府県
知事の許可を受けなければならない

 産業廃棄物処分業許可を有していない

 受託禁止違反（法第14条第15項）

• 産業廃棄物収集・運搬業及び処分業の許可を有する者以外は、産業廃棄
物の収集・運搬又は処分を受託してはならない

 許可を有していないにもかかわらず処分を受託

 行政処分

産業廃棄物に係る許可を有していないため行政処分の対象外

 罰則
無許可営業（法第25条第1号違反）

受託禁止違反（法第25条第13号違反）

・・・5年以下の懲役若しくは1千万以下の罰金又は併科
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【違反事項 A社】

 排出事業者に無断での再委託
 再委託基準違反（法第14条第16項）

• 受託した産業廃棄物の収集運搬又は処分を再委託してはならない

 自社で処分することなく四日市市及び他の産業廃棄物処分業者で処分

• 再委託する場合には事業者の承諾等の基準に適合する必要

 事業者の承諾等は一切無い

 マニフェスト虚偽記載
 管理票虚偽記載（法第12条の3第4項）

• 受託した産業廃棄物の処分が終了したときは必要事項を記載し、管理票
交付者に送付しなければならない

 自社で処分をしていないのに、自社で処理したとして虚偽の記載

 虚偽記載したマニフェストを事業者へ送付
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【違反事項 A社】

 行政処分（法第14条の3第1号、第14条の3の2第5号）

• 法の規定で、違反行為をしたときは、期間を定めてその事業の全部又は一部
の停止を命令することができる。

• また、違反行為をしたときで、情状が特に重いときは、許可を取り消さなけれ
ばならない。

 行政処分の基準（平成23年3月15日付け環境省通知、三重県行政処分要綱）

再委託基準違反(廃棄物処理法第26条第１号)・・・・・・・・・許可取消し

管理票虚偽記載(廃棄物処理法第29条第６号)・・・ ・・・・ ・事業等の停止30日間
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【違反事項 Ｂ社】
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 無許可で産業廃棄物の処分を受託
 無許可営業（法第14条第6項）

• 産廃の処分を業として行おうとする者は、都道府県知事の許可を受けなけれ
ばならない
 廃棄物の受入・破砕作業・製品管理はＢ社が実施

 産業廃棄物処分業許可を有していない

 受託禁止違反（法第14条第15項）

• 産業廃棄物処分業の許可を有する者以外は、処分を受託してはならない
 許可を有していないにもかかわらず処分を受託

 行政処分（法第14条の3第1号、第14条の3の2第5号）

• 法の規定で、違反行為をしたときは、期間を定めてその事業の全部又は
一部の停止を命令することができる。

• また、違反行為をしたときで、情状が特に重いときは、許可を取り消さなけ
ればならない。

 行政処分の基準（平成23年3月15日付け環境省通知、三重県行政処分要綱）

無許可営業(法第25条第１号)・・・・・・・・・・・許可取消し

• 無許可営業は、情状が特に重い違反に該当するが、過去に行政処分を受けておらず、速や
かな是正措置及び再発防止策を講じ、生活環境保全上の支障を生ずるおそれがないことか
ら事業停止90日間を命令

４ 管理票交付義務違反、記載義務違反、虚偽記載違反
産業廃棄物等管理票を交付せず、又は必要な事項を記載せず、

もしくは虚偽の記載をしたこと

【罰則】
６ヵ月以下の懲役又は５０万円以下の罰金

→事業の停止３０日間、処理施設の使用停止３０日間
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よく見受けられる違反事項









【違反事項】

 行政処分（法第14条の3第1号、第15条の2の7第3号）

法の規定で、違反行為をしたときは、期間を定めてその事業の全部又は一
部の停止を命令することができる

 行政処分の基準（平成23年3月15日付け環境省通知、三重県行政処分要綱）

管理票虚偽記載(法第29条第6号) ・・・・・・・・・・･事業等の停止30日間

虚偽管理票写しの交付(法第29条第10号) ・・・・事業等の停止30日間
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５ 投棄禁止

何人も、みだりに廃棄物を捨ててはならない。

【罰 則】
• ５年以下の懲役若しくは１千万円以下の罰金、又はこの併科

• 法人や個人の事業に関して不法投棄を行った場合、行為者の
ほかに 法人････３億円以下の罰金

→事業の許可の取消し、処理施設の許可の取消し
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よく見受けられる違反事項



【概要】
• 平成28年5月16日、住民から四日市市に苦情（野外焼却）があり、

市で現地確認を行ったところ、穴を掘って野外焼却していたことか
ら、市から県に連絡

• 平成28年5月19日、県（四日市環境室）により、現地確認を実施し

たところ、野外焼却跡及び建設廃材（がれき、瓦、木くず等）が不
法投棄されている状況を確認

経緯

• ５月19日～５月30日 調査

• ５月31日 四日市北署に情報提供

• ７月28日 県警による現場検証

県監視・指導課による測量

• ９月15日 四日市北署が不法投棄、

不法焼却の疑いで逮捕

• ９月30日 罰金100万円の略式命令

県警逮捕実例（投棄禁止違反） 実例８

６ 焼却禁止
何人も、次に掲げる方法による場合を除き、廃棄物を焼却して

はならない。

一 一般廃棄物処理基準、特別管理一般廃棄物処理基準、産
業廃棄物処理基準又は特別管理産業廃棄物処理基準に
従つて行う廃棄物の焼却

二 他の法令又はこれに基づく処分により行う廃棄物の焼却

三 公益上若しくは社会の慣習上やむを得ない廃棄物の焼却
又は周辺地域の生活環境に与える影響が軽微である廃棄
物の焼却として政令で定めるもの
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よく見受けられる違反事項

【罰 則】
• ５年以下の懲役若しくは１千万円以下の罰金、又はこの併科

→事業の許可の取消し、処理施設の許可の取消し



【概要】
• 産業廃棄物処分業者へ立入検査を実施したところ、ドラム缶状の

容器で木くず等を焼却処理していることを現認

• 直ちに地域警察署へ通報

• 従業員から社長の指示で選別した木くずを約14kg野外焼却した
旨を聴取

• 翌日、同社社長から、焼却物は県内の家屋解体で発生した産業
廃棄物の木くずである旨、過去に従業員に対して暖を取る目的で
の野外焼却を指示した旨を聴取

• 当日は外気温25℃を超える夏日であ
り、暖を必要とする気候ではなかった

行政処分実例（焼却禁止違反） 実例９

【違反事項】

 木くずの野外焼却
 焼却禁止（法第16条の2）

• 何人も、定められた方法による場合を除き、廃棄物を焼却してはならない

 基準に合わないドラム缶状の容器での焼却

 当日の気温から暖を取るためのたき火等と認められない

 行政処分（法第14条の3の2第5号）

• 違反行為をしたときで、情状が特に重いときは、許可を取り消さなければな
らない

 行政処分の基準（平成23年3月15日付け環境省通知、三重県行政処分要綱）

不法焼却（法第25条第15号）・・・・・・・・・許可の取消し

野外焼却や不法投棄の疑いがあった場合は、

警察と連携して対応！
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